
スマートシティ岐阜推進プラン（概要版）

１．背景・目的

２．プランの位置付け

※２ 「スマートシティ岐阜」とは・・・

 本市の恵まれた太陽光や豊富な地下水などの資源を活用した再生可能エネルギーを、賢く、無駄なく地産地消し、実用可能な技術を効率的に活用するとともに、省エネ型ライフスタイルの転換などと組み合わせること

により、持続可能で、災害に強い、低炭素化が実現した都市

 地球温暖化対策の更なる推進を図るため、本市では2017年3月に新たな「地球温暖化対策実行計画」（区域施策編、事務事業編）を策定

 区域施策編で掲げた温室効果ガス排出削減目標達成（計画全体で2030年度に2013年度比で26％削減）には、民生業務部門の削減が重要

 これまで重点プロジェクトとして「スマートシティ岐阜実証事業」を先導的・主体的に実施

 目標達成に向けて、まずは本市自らが率先的なエネルギー利用の効率化※１の取り組みを行い、市域全体の取り組みを牽引するとともに、その取り組みを民間事業者へ波及させることにより「スマートシティ岐阜※２」の

更なる展開を図る。

 地球温暖化対策として、関連計画（右図）の施策を統合的に推進していくための重点プロジェクトとして、環境

基本計画において「スマートシティ岐阜の推進」を掲げている。

 本プランは「スマートシティ岐阜」の実現を目指し、本市が率先して市公共施設のエネルギー利用の効率化に

取り組むための手引きとして位置付けられるものであり、エネルギー利用の効率化を推進するための方向性、

具体的な技術や手順、進捗管理方法などをとりまとめたもの。

 本プランに基づき、所管する施設や設備について更新・改修・修繕のタイミングをとらえ、無理なく、かつ積極

的にエネルギー利用の効率化を図っていくことは、本市が限りある財源の中で、将来に亘って持続可能な公

共サービスをできるだけ低コストで提供するための取り組みといえる。

岐阜市総合計画（基本計画2013）

岐阜市環境基本条例（2006年9月制定）

岐阜市環境基本計画（2013年7月）

上位計画

岐阜市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

環境アクションプランぎふ
「地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」

スマートシティ岐阜推進プラン

地球温暖化対策の推進に関
する法律

地球温暖化対策

３．プランの目標

 市が率先して取り組むことで、民生業務部門におけるエネルギー利用の効率化を推進し、区域施策編の

目標達成を目指す。

※１ 「エネルギー利用の効率化」とは・・・

 「省エネ」、「創エネ」、「譲エネ」、「蓄エネ」の単独または複数の要素を推進する取り組み

 施設・設備の更新・改修・修繕などのタイミング等での省エネ設備・再生可能エネルギーの導入、複数施設によるエネルギー融通、エネルギー管理システムや蓄エネ機器等の導入のいずれかまたは複数を同時に図っ

て行くこと。

プランの特徴

 エネルギー利用の効率化のための効果的な対策技術を提示（対策技術一覧は４ページ目を参照）

 施設管理者が対策を自ら行うことを想定して設備導入の具体的な進め方を提示（具体的なケーススタディや導入事例等の巻末資料を充実）

 「スマートシティ岐阜実証事業」の成果を踏まえ、モデルシステム（経済性、環境性、自立性）を例示

 中長期的にはその取り組みを民間施設へ波及させていくことを目指していることから、民間事業者も参考とできる内容としている。

 市域全体へ取り組みを波及させるためのロードマップや、推進体制、連携方法を提示する中で、本市や事業者の役割も明示している。

 建築から年数が経過している施設のうち、施設・設備の更新・改修・修繕時期やエネルギー消費量の大きさ

を考慮して対象施設を選定し、省エネ診断の受診から着手して段階的に省エネ設備等の導入を推進する。

 本プランの実施により、個々に導入されたエネルギー利用の効率化をきっかけとして、中長期的には市内各

所に面的な広がりをもって展開することを期待



プランの構成 記載内容

１．プランの策定の背景と目的、２．プランの位置付け、３．プランの目標（前記）

４．本市の民生

業務部門にお

けるエネル

ギー消費の現

状

 民生業務部門のエネルギー消費量は、2005年度までは増加傾向であったが2006年度から

は減少。延床面積は2006年度までは増加傾向であり、その後は横ばい傾向にあることから、

エネルギー利用の効率化が進んでいるものと考えられ、この流れを今後も加速していくこと

が必要

 本市の公共施設のエネルギー消費量は民生業務部門全体の24％程度を占める。建築から

30年以上が経過している公共施設が全体の約70％を占めることから、今後は施設・設備の

更新・改修・修繕時期を考慮し、省エネ診断等を活用して段階的にエネルギー利用の効率化

を進めていくことが有効

５．技術等によ

る対策の推進

 エネルギー利用の効率化に効果的な技術やモデルシステム、機能を十分に引き出すための

取り組みを提示（対策技術一覧は３ページ目を参照）

６．設備導入の

具体的な進め

方

 施設におけるエネルギー利用の効率化を図るための設備導入の具体的な進め方の例として

①資料調査、②省エネ診断、③実施する対策の選定・対策の進め方の検討、④対策効果の

検討、⑤基本設計、詳細設計、⑥工事着手の項目毎に記載（右図を参照）

７．ロードマップ  第１ステップは建築から年数が経過して設備機器のエネルギー利用の効率化が必要な市公

共施設を主な対象として取り組みを率先実行するとともに、知見の集積を図る。また、市全体

で取組が推進するよう、優良事例について広報を行い、普及・啓発に取り組む。

 第２ステップでは、第１ステップにおいて集積した取り組みの知見を踏まえて、更なる取り組み

の拡大を図っていく。

 これらの取り組みにより、民生業務部門における温室効果ガス排出量の約46％削減に貢献

 個々に導入されたエネルギー利用の効率化をきっかけとして、中長期的には市内各所に面的

な広がりをもって展開させていくことで、「スマートシティ岐阜」の推進を目指す。

８．推進体制と

進捗管理

 本市、事業者の役割を記載

 市全体で取り組みを推進していくため、「スマートシティ岐阜推進会議」との連携方法を記載

 ＰＤＣＡサイクルを回しながら、進捗管理を行うことで、取り組みを推進していくことを記載

スマートシティ岐阜推進会議

報告

学識経験者 関係行政機関

事業者地域（自治会）代表者

助言・提言

連携

岐阜市

関係行政機関

連携

連携

情
報
発
信

情
報
発
信

地球環境課

施設所管課

連携

関係各課

参
画

市民・事業者など

参
画

連携

連携

＜本市の役割＞

 市公共施設のエネルギー利用の効率化を率先して実行し、事業者の模範となって市全体の取り組みを先導

 民間事業者の優良事例についても可能な限り情報収集・整理を行い、積極的な情報発信を実施

＜事業者の役割＞

 本推進プラン等を参考に自らの施設においてエネルギー利用の効率化に努める。

 本市や関係行政機関等の取り組みへの協力や情報提供に努める。

＜関係者との連携＞

 「スマートシティ岐阜推進会議」※を核に連携強化を図る。

【例】 省エネ診断の状況報告、実際に設備改修等を行った施設の効果などについて報告し、助言を得る。

民間事業者の優良事例について収集・整理した情報を報告し、市全体へ取り組みを普及させていく

ための方策についての助言を得る。など

プランの推進に向けて

設備導入の具体的な進め方（例）

ロードマップ 本プランの進捗管理方法

市施設のエネル
ギー利用の効率
化の推進

知見の集積

2022年度

集積した知見を踏まえた取り組みの拡大

 エネルギー利用効率化の取り組
み率先垂範

2017年度

事業者のエネル
ギー利用の効率
化の推進

 市を模範としたエネルギー利用
効率化の取り組み

 自主的な取り組み

 取り組みの発展的継続

市・事業者等が
連携した積極的
な情報発信

 本プランの進捗状況
 優良事例

2030年度

 情報発信の継続

第１ステップ 第２ステップ

 取り組みの発展的継続
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 区域施策編では、2030年度における民生業務部門の温室効果ガスの削減可能量を約15.2万トンと算定
2013年度の温室効果ガス排出量は33.3万トンであることから、約46％の削減が可能との試算

※「スマートシティ岐阜推進会議」とは・・・

再生可能エネルギーを活用した省エネル

ギーを実現する都市の推進に関する事項に

ついての調査及び審議を行う岐阜市附属機

関設置条例に基づく附属機関。学識経験者、

関係行政機関、事業者、地域（自治会）代表

者等から構成されている。

資料調査

現地確認調査・管理者協議

省エネ診断

対策効果の検討

基本設計、詳細設計

工事着手

実施する対策の選定・対策の進め方の検討 施
設
の
規
模
や
導
入
設
備
の
内
容
に
応
じ
て

対象施設の選定

省エネ診断に必要な書類等の準備

導入する設備・機器の詳細検討、エネルギー
需給の運用シミュレーション、効果の算定

 入手する資料
①施設用途
②設備仕様及び図面
③運用・使用状況
④エネルギー消費量
⑤メンテナンス・改修

 エネルギー消費量は、建物毎にエネルギー消費状況を測定している場
合にあっては、そのデータを整理し、エネルギーの消費パターンを把握

 図面調査を行うとともに、現地確認調査（診断）を行う。
 現地確認調査（診断）は管理者の立会いが必要となる。

 設備機器に詳しい担当者が常駐していない場合には、専門家が同行
することが望ましい。

 省エネ診断の結果を受けて、具体的な対策メニューを選定する。

 設備機器等を導入した際のエネルギー需給の運用シミュレーションを
実施する。

 光熱費の削減効果（経済性）や二酸化炭素排出量等の削減効果（環境
性）を算出する。

 費用対効果（Ｂ/Ｃ）も併せて検討する。

 防災性（自立性）が求められる施設においては、建物に必要な機能や
ニーズ等を総合的に勘案して決定することが望ましい。

 施設や設備機器の条件や運用上の変更が生じる場合には、発注する
にあたって変更点について考慮する。

ＰＤＣＡ
サイクル

計画

Ｐｌａｎ

実行検証

対策

ＤoＣheck

Ａtion

プラン策定・改正
 本プランの策定、必要に応じた改正

プランの推進
 エネルギー利用の効率化を図る施設
の抽出に必要な情報の入手

 省エネ診断、実施する対策の進め方
の検討、対策効果の検討、基本設計、
詳細設計、工事実施

 継続的な情報収集及び整理・確認

プランの点検・検証
 省エネ診断、設備導入の実施状況や
その効果などの検証

 スマートシティ岐阜推進会議からの助
言を踏まえたプランの点検

プランの改善
 点検結果を踏まえたプランの見直し



省エネ診断とは・・・

 ビル等のエネルギーの使用状況を調査、分析し、エネルギー削減のための手法やその削減
効果の提案を受けるサービスである。

 省エネ診断では、設備機器の導入検討だけでなく、投資不要で運用によるエネルギー利用
の改善策についても提案が得られることから、施設の改修や建替予定がなくても、エネル
ギー利用の効率化を検討するための有効な手段となる。

 比較的規模の小さい施設については無料で省エネ診断等を行っている団体（一般財団法人
省エネルギーセンター）もある。

市公共施設を対象に実施した無料省エネ診断実施例（岐阜市斎苑）

国においても省エネ診断が積極的に進められている！
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 国においても、効率的かつ効果的に温室効果ガスの排出削減対策・省エネルギー対策を進
めるため、関係府省の庁舎等施設において省エネルギー診断を実施していくことの申し合わ
せが行われている。削減ポテンシャルが高いと考えられる大規模庁舎から省エネルギー診
断を開始し、段階的に小規模庁舎へ広げていくものとしている。

 市公共施設（岐阜市斎苑）を対象に無料省エネ診断を実施。設備更新＋運用改善をした
場合の光熱水費の削減効果は約130万円。また運用改善のみで光熱水費 約70万円の削
減が可能。

市公共施設の現状（建築年度区分別の延床面積）

 市公共施設の建築年度区分別
の延床面積は、建築から30年
以上が経過している公共施設
が全体の約70％を占めている。

 今後は施設・設備の更新・改修・
修繕時期を考慮し、省エネ診断
等を活用して段階的にエネル
ギー利用の効率化を進めていく
ことが有効

築30年を超える施設は約70％
（エネルギー使用量の小さな施設は除く※）

設備導入の具体的な進め方（例） と プランの推進による効果と有効性

＜検討例＞
市公共施設を対象に

ケーススタディとして効果を試算すると！

設備の導入費用は合計で約7,150万円、運用による削減コスト
は約250万円／年、CO2削減効果は約69,800kg-CO2/年であ
る。設備導入の補助率が50％と想定した場合、経済性B/Cは
1.0を上回る結果となっている。

＜事例Ａ：導入費用及び導入効果＞
◆対象施設：第二恵光、第三恵光、ケアホーム恵光
◆導入機器：LED、PV（太陽光発電）、CGS（ガスコージェネ
レーションシステム）

＜事例B：導入費用及び導入効果＞
◆対象施設：岐阜市立看護専門学校、クリスタル鹿島
◆導入機器：LED、PV（太陽光発電）

設備の導入費用は合計で約5,050万円、運用による削減コスト
は約190万円／年、CO2削減効果は約47,400kg-CO2/年である。
設備導入の補助率が50％と想定した場合、経済性B/Cは1.0を
上回る結果となっている。

※エネルギー消費量が比較的小さいと考えられる倉庫、公衆便所、駐車場、競輪場、大気測定局等は除外している。

資料調査

現地確認調査・管理者協議

省エネ診断

対策効果の検討

基本設計、詳細設計

工事着手

実施する対策の選定・対策の進め方の検討 施
設
の
規
模
や
導
入
設
備
の
内
容
に
応
じ
て

対象施設の選定

省エネ診断に必要な書類等の準備

導入する設備・機器の詳細検討、エネルギー
需給の運用シミュレーション、効果の算定



エネルギー利用の効率化を図るための効果的な技術一覧

対策手法 概要 効果 投資回収年数

省エネルギー機器の導入

照明設備のLED化  点灯時間の長い執務室などに使用されている照明設備はLEDの導入に向いている。
 頻繁に点灯や消灯を繰り返しても寿命に影響が少なく、こまめな消灯など施設運営による省エネにも適している。
 １日10時間点灯（年間3,000時間）で8～10年が交換の目安となるため、交換の手間が削減し、特に天井高がある場所などでは
灯具取替えなどの管理費削減効果が高い。

 蛍光灯に比べて30～50％程度の消費電力量削減 5～10年

人感センサーによる照明
制御

 自動的に点灯・消灯を行うため、人による消し忘れの防止が可能となる。
 トイレ、洗面所、更衣室、利用者の少ない廊下などに導入が向いている。

 人感センサーなしに比べて10％程度の消費電力量削減 5～10年

誘導灯のLED化  常時点灯しているため、LED化による省エネ効果が高い。
 LEDは寿命が長く、交換頻度が少ない。

 蛍光灯型に比べて70～90％の消費電力量削減 15年程度

空調設備の高効率化  設備費、維持管理費、運転保守管理の容易さ、省エネ性、設置スペースなどから最適なシステム構成を検討し、利用者数、利
用時間、用途に応じて熱源種類や空調方式などの適正化を図る。

 従来型空調機に比べて最新設備は15～40％程度の省エネ 10年程度

換気による空調の効率化  外部に面した換気窓から外気を取り入れ、太陽光で暖められた空気の上昇気流を利用して自然換気を行うソーラーチムニー
や夜間の涼しい外気を室内に導入することにより躯体冷却を行うナイトパージシステムなどがある。

 直接外気を取り込んでいる換気に全熱交換器を導入して外気負荷の低減を図る。

 空調負荷の軽減など 10年程度

デマンド監視装置の導入  契約電力のデマンドを監視し、ピーク負荷の低減に寄与する。  契約電力のデマンドを監視することにより、電力消費量の削減に向けた利
用者の意識啓発につながる。

 設備運用において非効率（無駄）な運用となっている点を改善できる。

5年

BEMS（ビルエネルギー監
視システム）の導入

 BEMSには電力（空調、照明、換気、OA、コンセント等）、温度、照度等の情報を集め可視化する機能と、空調、照明等の機器を
制御する機能がある。

 BEMSにより電力使用量等を可視化し、適切に制御することにより、消費エネルギー量の削減を図る。

 エネルギー消費の可視化による課題点の抽出や利用者の意識啓発につな
がる。

 BEMSの活用により10～30％程度の省エネ

10年程度

エレベーターへの回生電
力回収システムの導入

 下降運転時に生じる回生エネルギーを利用するとともにインバーター制御を導入することにより、消費電力を削減する。
 新設以外に既存のエレベーター更新時にも適用可能である。

 電力削減率50％ 5年程度

蓄電池  太陽光発電で発電した電力等を蓄電することが可能である。  平常時における太陽光発電電力の活用及び災害発生時における非常用電
源としての利用など

－

コージェネレーションシス
テム

 電力と熱を生産し供給するシステムで、熱は吸収式冷凍機や熱交換器等を介して冷暖房、給湯に利用される。
 年間を通して給湯需要がある施設など、温熱需要が多い施設への導入が向いている。

 近年では、原動機の高効率化が進み、40%以上の発電効率、また、熱のカ
スケード利用により35%以上の廃熱回収効率を得ることが可能となっている

 都市ガスを燃料として使用する場合は耐震性に優れている中圧管を活用
することによりBCPに一定の効果が期待される。

－（施設の熱
需要などの条
件により異な
る。）

再生可能エネルギーの導入

太陽光発電  全国県庁所在地の中で日照時間が上位である本市の特色を活用することが可能である。  導入した設備の出力に応じた電力の自給が可能となり、蓄電池と組み合わ
せることによりBCPの効果が見込まれる。

10年以上

太陽熱利用  太陽の熱を使って温水や温風を作り、給湯や冷暖房に利用するシステムである。
 熱源利用に限定されるが、エネルギー効率は太陽光発電より優れ、システムも容易である。

 導入した設備の能力に応じたエネルギーの自給が可能となる。 10年以上

地中熱利用  本市の特色の１つである豊富で良質な地下水を空調等の省エネに活用することが可能である。
 冷房排熱を外気に排出しないため、ヒートアイランド現象を抑制する効果がある。
 熱交換器を地中に設置し水や不凍液を循環させるクローズドループ方式と井戸から揚水した地下水をヒートポンプ等で熱交換
させるオープンループ方式がある。

 空冷式に比べて30～50%程度の省エネ 10年以上

省エネ型の建築設計

構造物の断熱化  壁断熱材の厚みを標準的な25㎜から40㎜へ厚くするなどにより、断熱性の高い壁・床・天井・屋根を設置する。
 断熱材の材料費用は増加するが、施工費用は概ね変わらず、大幅な費用増加とはならない（費用(材工込)は25㎜で1,500円
/m2程度、40㎜で2,000円/m2程度）。

 空調負荷の軽減など 10年程度

窓の断熱化  断熱性の高い窓ガラス（複層ガラス）、断熱サッシ、外付けブラインド、外壁ルーバー、ライトシェルフ、ダブルスキン、遮熱・採光
フィルムの設置など

 空調負荷の軽減、自然採光の増幅など 5～10年程度

その他

屋上・壁面緑化  植物を建築物の外側や屋上に生育させることにより、太陽光の遮断と断熱、および植物葉面からの蒸散による気化熱を利用し
て、建築物の温度上昇を抑えることを主な目的とする。

 空調負荷低減及びヒートアイランド防止のほか、景観形成・向上、憩いの場創
出、環境教育などの波及効果が期待される。

－

中水利用  使用した水道水などを処理して雑用水などに再利用することや雨水をトイレ用水や屋上緑化や樹木の灌水などに使用する。  水不足への対策や排水量の削減、水資源の保全、水道の給水制限時や災害
発生時における生活支援などに効果がある。

－

ミスト噴霧  霧状に噴霧された水が蒸発時に熱を吸収することにより、周辺の気温を下げる。  ヒートアイランド対策、熱中症予防のほか、景観形成・向上、憩いの場創出、環
境教育などの波及効果が期待される。

－


